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3.カテゴリー③【地域と連携した工業教育に関する評価手法と指導方法】 
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平成 29 年２月 21 日 

平成 28 年度実践研究報告書 

                         北海道帯広工業高等学校 

                               校長 福井 誠 

１．研究課題 

社会と結びついた学習（インターンシップ）を通した生徒の資質・能力の評価手法の

研究 

 

２．研究目的 

専門的職業人として求められる資質・能力の育成は、三年間のキャリア教育と実習

や各教科を通して図られるものである。本校でのインターンシップの取り組みは、キ

ャリア教育の柱として、資質・能力の育成に大きな役割を担っている。 

平成 27 年度文科省委託事業において、インターンシップ期間における学習での評価

基準表を作成し、評価を行うことで地域社会から求められる資質・能力の育成を行う

ことができた。また、効果的な資質・能力の育成方法として、事前事後指導の際にグ

ループワークを導入し、有効性を示すことができた。さらに、学習指導案を提示する

ことで教員間の共通認識を得ることができ、初期の目標を達成することができた。 

しかし、研究の主となる学科は電子機械科であり、他学科への汎用化については確

かめられていない。また、評価基準表は資質・能力の育成を主眼に置いた社会人基礎

力の観点を基本項目としているため、従来の観点別評価との関わりが非常に薄く、評

価・評定には含まれていなかった。実習項目としてのインターンシップを考えると、

成績として生徒へフィードバックできていない。合わせて、資質・能力を育むべき実

習や各教科の観点別評価では、資質・能力の育成の観点からの評価には至っていない。 

そこで今年度は、研究対象を本校二学年三学科とし、昨年度の結果を踏まえ本校で

身につけさせたい資質・能力を 1.「主体性」2.「課題発見力」3.「実行力」4.「柔軟

性」と定めた。昨年度開発した基準表を基に、資質・能力の育成を視野に入れた観点

別評価を盛り込み、他学科への汎用化と観点別評価との関連付けを深める評価基準表

を開発する。 

 

３．研究仮説 

①昨年度、電子機械科を中心に開発した指導方法・評価基準表を基に全学科で活用し、

本校生徒として育成したい資質・能力の評価手法を開発することで、評価手法の汎用

化を図ることができる。 

②統一された評価基準表を開発することで、本校が育成すべき資質・能力を明らかと

することができ、教員間で共通認識を図ることができる。 

③資質・能力の向上を主眼とした評価基準表を観点別評価と関係性を持たせることで、

インターンシップを実習の一単元として各生徒の成績に結びつけることができる。生

徒にとって、普段より馴染み深い成績評定の一部に加えることにより、より生徒のイ

ンターンシップに関する意欲向上を図ることができる。 

④専門的職業人として必要とされる資質・能力の育成の観点を従来の観点別評価に加
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え、関連性を深めた評価基準表を開発することで、資質・能力の向上に主眼をおいた

観点別評価の意識を共有できる。専門的職業人に必要とされる能力と観点別評価との

関連づけの一例を示すことによって、他の実習・各教科において、資質・能力の向上

を教員間で意識共有することができ、他の実習項目及び他教科への汎用化を図ること

ができる。 

 

(1) 仮説の背景 

    ア 生徒・学校の課題 

 本校でキャリア教育の柱として行っているインターシップは地域の企業か

ら高い評価を受けており、専門的職業人としての資質・能力の育成に大きく

役立っている。評価手法は昨年度開発された基準表を用いることで社会人基

礎力の観点から整理されたものとなり、専門的職業人としての資質・能力の

育成に効果的な指導方法・評価基準表を作成することができ、キャリア教育

における指針となっている。 

しかし、資質・能力の向上を主眼とした評価基準表と従来の観点別評価の

関連性が曖昧であり、生徒の学習成績の対象ではなかった。成績という面で

フィードバックするための評価基準表を開発することが課題であった。 

観点別評価との関連性を明らかにすることによって、教員間で育成したい

資質・能力が統一され、他の実習などへ評価手法の汎用化ができる。 

 

    イ 地域社会の課題 

 本校は四つの基幹学科がそろった十勝管内唯一の工業科設置校として充

実・発展を続けてきた。生徒の進路実績は就職・進学ともに 100%の決定が継

続している。インターンシップを行ってから地域の企業からの求人数も年々

増加している。これも地域社会からの産業の担い手としての期待が大きい証

といえる。今後も三年間のキャリア教育・各実習を通して育成される資質・

能力が地域社会にとって期待の大きいものするため、地域社会が求める能力

をより育成できる指導・評価手法を開発することが課題である。 

 

 (2) 研究の手法 

 今年度、本校として専門的職業人としての資質・能力の評価基準と地域社会か

ら求められる能力を育成するための指導・評価手法の汎用化を目指し、異なる学

科での必要とされる資質・能力の育成を目指した評価基準表を開発する。 

また、実習における観点別評価基準との関係性を明らかにし、資質・能力の向

上と観点別評価と結びついた評価基準表を開発し、インターンシップを実習の一

単元として、評定・評価に含める評価手法を開発する。 

  

４．研究内容 

(1) 対象教科 

ア 教科：工業（電子機械・建築・環境土木） 
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 ＊当初、全学科での実施を考えていたが、台風災害のため電気科での実施が不

可能となった。 

イ 科目：実習 

ウ 単元：インターンシップ（就業体験） 

 (2) 対象生徒 

本校 三学科二年生（電子機械・建築・環境土木） 119 名 

二年生を対象にすることにより、専門教科の基礎を理解してから就業体験を行う

ことが出来る。 

 (3) 評価手法 

・事前指導におけるグループ学習 

・評価基準表を用いた自己・他者評価 

・事後指導におけるグループ学習 

・インターンシップ発表会での基準表を用いたパフォーマンス評価 

(4) 指導方法 

 事前指導、事後指導におけるグループワーク。インターンシップ発表会におけ

る基準表を用いたパフォーマンス評価。 

(5) 研究経過 

 昨年度の研究成果をもとに、評価基準表見直しの論点を以下のように整理した。

三日間のインターンシップで評価できる項目とすること。協力企業側で作成して

いる、インターンシッププログラムに従っても評価ができること。観点別評価と

関連性を深めること。本校として身に着けたい資質・能力に注視すること。 

今年度基準表は、本校で身につけさせたい資質・能力である「主体性」「課題発

見力」「実行力」「柔軟性」を昨年度の基準表より、抜き出し注視することとし、

より効果的に資質・能力の育成を評価できるようインターンシップワークシート

に記入していた教員からの声掛け部分を基準表へ落とし込み、育成したい資質・

能力を「帯工コンピテンシー」として整理し規定した。 

 

帯工コンピテンシー 

「主体性」  1.目標設定 2.自発的行動 3.自己理解 

「課題発見力」 1.現状把握 2.自己改善  3.課題の気づきの意識 

「実行力」  1.履行力  2.困難克服  3.役割理解 

「柔軟性」  1.他者尊重 2.他者協調  3.向上心 

 

インターンシップに求められている目標は「将来の職業生活に必要な知識・技

術・技能の習得、望ましい勤労観・職業観の育成」である。そこで観点別評価の

四観点を次のように設定した。 

 

関心・意欲・態度:「主体性」→主体的な職業観の学び 

思考・判断・表現：「課題発見力」→現状把握・自己理解・自己の課題の気づき 

技能       ：「実行力」→ チームで働く役割の理解・困難克服 
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知識・理解   :「柔軟性」→ 人間関係形成・他者理解 

 以上の能力を育成するため、インターンシ

ップ期間における授業計画を設定した。表 1

にインターンシップ指導計画を示す。 

指導計画に従って、事前学習で指導案を作成

し、グループ学習として行った。指導案には帯

工コンピテンシーを育成するための声掛けを

指導上の留意点として記載した。 

 昨年度、評価基準表とワークシートを兼ね

た評価表を一枚ずつ作成したが、今年度はす

べて一枚のページにまとめ、生徒一人ひとり

がすぐに基準を確認できるようにした。各観

点の項目評価は 5段階で評価し、総括は評価

値 A～Cを数値化し平均値とした。 

インターンシップは各企業当たり 2～3名で

3日間である。研修内容は各企業に任せており、

１日の終了時に生徒は日誌記入し、当日のま

とめとしている。 

 インターンシップ期間終了後に事後学習と

してグループ学習を行った。表 2に事後学習指

導案を示す。事後学習は、経験の共有、この後

行われるインターンシップ報告発表会へのま

とめを兼ねている。事後学習の際にインターン

シップ評価基準表へ自己評価を記入している。 

 インターンシップ報告発表会の場でも、帯工

コンピテンシーの育成の場として、評価観点を

示し自己・他者評価の場とした。 

 

(6) 仮説の検証 

ア 他学科への汎用化 

今年度作成したインターンシップ評価基準表を用いた事前自己評価・事後自己

評価の全科平均値・全科中央値・各学科の標準偏差について表 3 に示す。調査対

象は三学科 119 名である。 

各評価項目で、事前自己評価より事後自己評価の平均値の方が高い値をとった。

中央値に注目すると、事前自己評価よりも事後自己評価の中心値で、平均値より

も高い値が増えた。事前評価の際に自己評価が平均値より低かった生徒が、事後

評価の際に資質・能力の向上を感じていると考えられる。 

標準偏差も事後自己評価において、ほぼ全ての評価項目で小さな値となってお

り、インターンシップ期間を通して統一した指導・評価することで、指導前には

表 1 インターンシップ指導計画 

表 2 事後学習指導案 
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学科ごとにばらつきがあったものを、小さくすることができたと考えられる。 

授業計画を各科に配布し、授業計画を明確にし、帯工コンピテンシーとして指

導目標を絞ることで、ブレのない指導を行うことができたものと考えられる。統

一したワークシートを用いて指導した結果、各科での育成したい資質・能力のば

らつきがなくなり、生徒自身が各人の能力・育成を目指した結果といえる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 観点別評価との関連性 

 観点別評価との関連性を深めるため、観点別評価の四観点設定よりインターン

シップ期間を通しての評価を行った。評価対象は電子機械科 40名である。評価個

所は 

 1.他者評価（インターンシップ企業評価） 

 2.自己評価（事後自己評価） 

 3.インターンシップ報告発表会評価（教員評価） 

の三点であり、すべて同一の配分割合とした。インターンシップ期間の観点別評

価のグラフを図 1に示す。 

評価 A（大変満足できる）対象者 14

名 評価 B（満足できる）対象者 26 名

という結果であった。 

 評価比較のため、従来の基準表を用い

ないインターシップ期間の評価を行った。

 評価対象はインターンシップ日誌（各

日の記録）とインターシップ感想文（礼

状を含む）である。それぞれを評価し、

目
標
設
定

自
発
的
行
動

自
己
理
解

現
状
把
握

自
己
改
善

課
題
の
気
づ
き

履
行
力

困
難
克
服

役
割
理
解

他
者
尊
重

他
者
協
調

向
上
心

事前 3.40 3.12 3.69 3.04 2.88 3.41 3.55 3.54 3.51 3.66 3.58 3.65

事後 3.73 3.19 4.09 3.39 3.38 3.53 3.90 3.90 4.03 4.15 4.02 4.02

事前 3.35 3.10 3.65 2.98 2.93 3.38 3.59 3.49 3.53 3.69 3.53 3.63

事後 3.75 3.18 4.05 3.38 3.45 3.53 3.97 3.85 4.05 4.18 4.00 4.00

事前 0.13 0.21 0.22 0.20 0.18 0.11 0.13 0.10 0.21 0.05 0.10 0.10

事後 0.03 0.09 0.10 0.05 0.13 0.02 0.14 0.12 0.02 0.03 0.07 0.10

標準偏差

平均値

中央値

自
己
評
価

自己理解・自己管理能力 課題対応能力 人間形成・社会形成能力

主体性 課題発見力 実行力 柔軟性

 図 1  観点別評価 

表 3 全科平均値・全科中央値・各学科の標準偏差 
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単純平均とした。本校では評価は 100 点満点での評価を行っている。上記、イン

ターンシップ期間評価を 100 点満点に換算して比較したものを表４に示す。 

表 4 評価基準表を用いた評価と従来評価との比較 

 平均点 最高点 最低点 

従来評価 78.3 89.5 67.5 

基準表評価 76.5 90.1 58.3 

差 1.8 -0.6 9.2 

 基準表を用いた評価平均と従来方法の評価平均では、平均点・最高点ではほぼ

同一の値となり、最低点で基準表を用いた評価平均に差がついた。 

 従来評価の観点を各教員に調査したところ、「文章量」「日誌（感想文）として

のまとめかた」「記入文字の丁寧さ」など、文章の体裁に関する減点項目が上がっ

たが、「期間中にどう改善していたか」「コミュニケーションがうまく取れたこと

がうかがえる」「自分の思いや今後についての自己認識」「様々な気づきが感じ取

れる」「今後に生かそうとする姿勢がみられる」など、気づきや自己認識に関する

項目が多かった。今回使用したそれぞれの基準表が、従来の評価基準で曖昧に考

えられていた「生徒自身の思考や行動をどう評価するか」ということを帯工コン

ピテンシーに沿って明文化することができた。 

 基準表評価で最低点のものは、事後自己評価が低い生徒だった。四観点のみで

はなく、各観点を能力として細分化し評価することで、事後自己評価後に手立て

を行わなければならない生徒を発見することができ、効果的な指導へつなげるこ

とができた。 

 

５．研究成果 

 インターンシップ期間の授業計画、評価基準を各学科で共有したことで、各学科で

資質・能力を意識した指導を行うことができ、能力の育成を果たすことができた。 

 育成したい資質・能力を絞り、細分化することで評価基準表を観点別評価の観点に

落とし込むことができた。従来、教員が行っていた評価の暗黙知を評価基準表に盛り

込むことができたと考える。今年度開発したインターンシップ評価基準表（生徒向け）

とインターンシップ評価基準表（企業向け）を図 2・3に、インターンシップ発表会基

準表を図４に示す。 

今年度の研究を通して、日誌や感想文の評価に対して大多数の教員が「気づき」「自

己認識」「課題解決」について意識していることが分かった。今年度設定した帯工コン

ピテンシーの「主体性」「課題発見力」「実行力」について、教員間でもともと意識し

ていたものを明文化することによって共通認識をより深いものにできたと感じる。 

各学科では実習項目の評価に帯工コンピテンシーを取り入れた基準表を作成し、評

価への活用を始めている。基準表を用いることによって評価基準が共有され、実習で

も評価の暗黙知を評価基準表に盛り込み、資質・能力を三年間の教育活動を通して育

成しようとする動きができた。 
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６．今後の課題 

 本校では、教育課程編成の趣旨に則り、地域とともに連携・協力しながら実践する

教育課程の編成・実施を目指している。専門的職業人としての必要な資質・能力の育

成は専門教科の様々な学習活動を通して育まれるものである。今回の研究事業におい

て、インターンシップに注目して研究を行ったが、社会と結びついた学習において、

各科共通の評価基準を示し、評価を行うことで学校として統一した資質・能力の育成

がなされた。 

観点別評価と専門的職業人に必要とされる能力の関連づけ方の一例を示すことがで

きた。観点別評価に育成したい能力を落とし込むことで、他の実習や教科においても、

より生徒に理解されやすい成績の形でフィードバックができ、通常の教育活動の中で

資質・能力の育成をはかることができる。しかしながら、今後、他の実習項目及び他

教科への汎用化のためには基準表のブラッシュアップや観点別評価での総括割合、評

価観点などのさらなる検討が必要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2 インターンシップ評価基準表（生徒向） 
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図 3 インターンシップ評価基準表（企業向） 

図 4 インターンシップ発表会評価基準表 
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平成 29 年２月 10 日 

平成 28 年度実践研究報告書 

東京都立多摩工業高等学校 

校長 早川 信一 

１．研究課題 

企業における就業訓練を通した生徒の資質・能力の評価手法の研究 

 

２．研究目的 

本校は、都立高校改革推進計画新実施計画（平成 28 年２月 東京都教育委員会）に

よりデュアルシステム科を平成 30年度に導入することになった。ものづくり人材を育

成するこの新しい教育システム（デュアルシステム）では、１ヶ月に及ぶ長期就業訓

練が教育課程に盛り込まれている。この実践研究では企業が求める人材を育成するた

め、インターンシップ及び長期就業訓練時における指導方法や評価方法を改善するこ

とを目的とする。 

 

３．研究仮説 

 本校では現在通年型のデュアルシステムを導入（週１回１日、年間 25 回程度）してお

り、２年生、３年生の参加を希望する生徒が一年間企業において就業訓練を行っている。

しかし、学校での指導、企業での指導が整理されておらず、個々の基準に委ねられてい

る。学校と企業の役割を整理し、企業と生徒、教員が同じ基準で指導、評価することで、

より企業が求める人材育成方法の向上を図ることができる。 

 

 (1) 仮説の背景 

ア 生徒・学校の課題 

３学年の生徒のうち約 60%の生徒が就職を希望している。就職希望者の採用内定率

は 100%（平成 27年度）を達成しており、就職先は、地元、近隣の中小企業が大半を

占める状況にあるが、大手企業に就職する生徒もいる。しかし、就職希望者のうち

一次内定率は 75％であることから、採用試験における基礎学力や面接試験のコミュ

ニケーション能力に課題があると考えられる。 

生徒と企業の接点は年１回の企業見学や２学年全生徒を対象にした３日間のイン

ターンシップのみとなっている。そのため進路活動前までに必要な勤労観や職業観

が深まっていない現状がある。 

 

イ 地域社会の課題 

本校近隣地域には大手企業があることや工場団地が複数点在しており、製造業を

はじめとする産業が活発である。しかし、地域産業界の現状は人材不足の状態であ

る。受注を受けたい企業はあるが、人材不足であることから受注を断念する企業も

多く存在する。近隣の地域では、地元で学び地元企業に就職する「自学自就」活動

を推進しており、本校のものづくり人材輩出に期待を寄せている。 

   若手人材輩出による企業の活性化や、人材不足解消等の問題解決が本校に求めら



- 59 - 

れている。特に１か月に及ぶ長期就業訓練を取り入れたデュアルシステム科へ期待

する声が高まりつつある。 

 

ウ 多摩工業高校版デュアルシステムの課題 

多摩工業高校版デュアルシステムに参加を希望する生徒数は毎年10名程度と参加

率が低い。またお世話になった協力企業への就職も２名程度にとどまっており、地

域企業の要望に応えきれていないのが現状である。今回の生徒への聞き取り調査で

は「仕事の大変さを知ることができた」と言った前向きな意見がある一方で、「週 1

回では社員のコミュニケーションに溶け込めなかった」といった意見があった。 

   評価については、生徒による自己評価と企業評価に温度差が生じており、企業が

求める生徒像と生徒の取組が一致していないことが考えられる。 

 

 (2) 研究の手法 

   現在行われている通年型デュアルシステムの指導方法や評価方法を改善し、平成

30 年度に導入されるデュアルシステム科の指導方法や評価方法を構築する。 

 

４．研究内容 

(1) 対象教科 

ア 教科：工業（多摩工業高校版デュアルシステム） 

イ 科目：デュアルシステム実習 

ウ 単元：長期就業体験（デュアルシステム） 

 

(2) 対象生徒 

平成 27 年度、多摩工業高校版デュアルシステムに参加した３年生  11 名 

   平成 27 年度の参加生徒は 11名で、平成 28年度参加生徒は４名と対象生徒数が少

数であったことから平成 27 年度を対象とした。 

 

(3) 評価手法 

・多摩工業版デュアルシステムアンケート（評価票） 

・デュアルシステム実施事業者向けアンケート 

 

(4) 指導方法 

 多摩工業版デュアルシステムの事前指導、企業実習観察指導、事後指導の実施形態

について担当教員から聞き取り調査を行い、取り組みにいて分析を行う。 
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 ア 多摩工業版デュアルシステムの指導 

  授業内容 評価の観点 

1 

 

3 

事前指導 

 

 

①デュアルシステム概要説明 

②実施希望アンケート 

③実施希望者向け説明会 

 上級生による体験報告会 

説明プリント 

パワーポイント 

 

 

○アンケート用紙

による評価 

 

評価方法 

「態度」「意欲」「仕

事上のスキ ル」

「コミュニケー

ション」の各単元

における 4段階評

価 

 

○担当教員による

企業観察と企業

聞き取りの内容 

4 

 

5 

 ④参加希望調査票 

⑤校内実習 

 マナー講習、軽作業 

⑤就業体験（2日間） 

調査用紙 

実習希望企業を2社選ぶ。 

6 

 

 

30 

デュアル実習 【週 1回 1日年間 25 回】 

・教員は学期に 1回企業観察を

実施し生徒取組を確認し企

業担当者と聞き取りを行う。 

多摩工業版デュアルシス

テムアンケート 

・企業と生徒は同じ様

式で評価を行う。 

・担当教員による企業

観察における報告 

31 

 

35 

事後指導 ①アンケートによる振り返り 

②成果発表会 

パワーポイント 発表会の内容 

 ・声の大きさ 

 ・まとめ方 

 ・進路目標が立て

られた 

イ デュアルシステム担当教員の聞き取り調査による課題 

デュアルシステム実習期間中の生徒の様子を確認するために、担当教員は企業観

察を実施する。また、生徒の様子を観察だけではなく、企業担当者と生徒の取組に

ついて聞き取りも行う。ここで担当教員は生徒の様子を直接目で確かめ、現場の意

見を聞き取ることができる。しかし、生徒の観察と聞き取り調査のみでは、生徒の

取組を把握することはできない。そこで、生徒と企業によるアンケート調査を実施

することにした。 

アンケート調査は生徒と企業で同じ様式を使い、生徒は自己評価の位置付けでア

ンケートケートを行い、企業は取組状況を評価していただいている。 

   生徒理解については、生徒の状況を教員が情報共有し合うことが必要である。指

導や支援が必要な生徒は指導方法や支援方法について協議したうえで、共通理解を

図りながら進める体制を整える必要がある。 

 

(5) 研究経過 

  ア 多摩工業版デュアルシステムアンケートから企業と生徒の評価を比較 

次の用紙を用いて企業評価及び生徒の自己評価を行っている（プリント１）。 

評価単元は４つまた５つの評価項目についてＡからＤの４段階評価で評価する。

評価の尺度について、Ａは「たいへん良い」Ｂは「良い」Ｃは「普通である」Ｄ

は「不十分である」となっており、生徒と企業の尺度によってそれぞれ評価して

いる。生徒の自己評価と企業評価についてそれぞれの結果について数値をまとめ

た。各評価項目のＡからＤまでの評価をＡは４点、Ｂは３点、Ｃは２点、Ｄは１

点として数値で表した。評価単元の平均値について、企業と生徒の評価をレーダ

ーチャートで示した。ここでは、Ａ君とＢ君の２名の生徒の評価について述べる

ことにする。 
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生徒の自己評価と企業評価が 4.0 付近で一致していることが望ましく、4.0に近

いということは、生徒の取組が評価されたことや企業が求める人材が生徒に伝わ

っているということになる。しかし表-１にあるように、生徒Ａ君と企業の評価値

は、Ａ君の評価が高く企業の評価が低い値になっている。Ａ君の尺度では、Ｂ評

価（３点）よりも取り組んでいると評価しているが企業の評価はＣ評価（２点）

とＢ評価（３点）である。表-１の数値をレーダーチャートにより生徒と企業の差

異を表した。 

 

 表-1 Ａ君とＢ君の自己評価と企業評価 

  A 君 B 君 

  1 学期 2 学期 1 学期 2 学期 

  
A 君 

A 

企業 
A 君 

A 

企業 
B 君 

B 

企業 
B 君 

B 

企業 

１ 態度 3.2 2.6 3.2 3.4 3.0 4.0 3.0 4.0 

２ 意欲 3.6 1.4 3.2 2.0 3.2 4.0 3.0 4.0 

３ 仕事上のスキル 3.2 1.8 3.2 2.6 3.0 4.0 2.8 4.0 

４ コミュニケーション 3.0 1.75 2.5 2.25 3.0 4.0 3.0 4.0 

プリント１ 
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図１-１と図１-２ではＡ君とＡ企業の評価に差異があることが明らかである。

図１-１では「意欲」「仕事上のスキル」「コミュニケーション」で差が大きいが、

図１-２はデュアルシステム実習の回数も多くなるにつれＡ君とＡ企業の差が縮

まるがＢ（3.0）評価とＣ（2.0）評価付近である。生徒と企業の評価がすべての

評価単元においてＡ評価で一致することが望ましい。 

Ｂ君の評価のように企業評価がすべてＡ（4.0）評価であることがある。企業担

当者の話しでは、「インターンシップとは言え、会社の仕事を手伝ってもらってい

るのに評価なんてできない」と言った意見をいただくことがある。生徒が自社に

来て仕事を手伝っていただく人材として捉えて評価をＡとしている。このような

企業には「ものづくり人材育成」とインターンシップや長期就業訓練の目的を丁

寧に説明した上で生徒を働き手としてではなく、人材育成と学校授業の一環と理

解いただくことも大切である。いずれにしても将来のものづくり人材として受け

入れていただいていることに感謝をしたい。 
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なぜ生徒と企業の評価に差異が生じるのだろうか。その原因のひとつにＡ君と

企業の異なる尺度、価値基準によって評価されていることが挙げられる。 

評価項目に対してＡからＤまでの評価基準があるが、取組の到達目標や到達基

準が定められていない。どの程度まで達すればＡ評価なのか示されていないため、

自分の尺度や価値基準によって評価されている。そのため、企業と生徒の評価に

差異が生じていると考える。 

 

  イ デュアルシステム協力企業アンケート集計結果から企業が求める人材を探る 

デュアルシステム協力企業で生徒の受け入れをいただいた企業に実施アンケー

トを実施している。そのアンケート集計結果から「企業が求める人材」を探った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「生徒が身に付けておくべきことと身に付けたこと」について16項目の中から、

該当する項目を複数回答で尋ねた結果をグラフにまとめた。その結果、企業に派

遣するために必要である「専門知識・技能」や「機械・計測機器の取扱」はあま

り重要視さていなことが分かった。また「作業の迅速さ・的確さ」についても必

要とされていないことが分かった。企業が望む生徒が身に付けておくべきことは、

「大きな声で挨拶ができる」16.7%、「コミュニケーション能力」「規則を守る」「時

間を守る」が 11.9%という結果であった。調査前は専門知識や作業の迅速さが求め

られているのではないかと考えていたが、企業が求めていることは、「挨拶が出来

る」「コミュニケーション能力」「約束を守る」等であることが分かった。ものづ

くりの技術・技能より、コミュニケーションや協調性が求められていることが分

かった。 

 

(6) 仮説の検証 

「企業と生徒、教員が同じ基準で指導、評価することで、より企業が求める人材育
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成方法の向上を図ることが期待できる。」と仮説を立てた。図 1-1 と図 2-2にあるよう

に企業と生徒では異なる尺度で評価し結果、評価に差異が生じており同じ基準で指導、

評価する必要性が明らかとなった。研究成果で述べるがデュアルシステム担当教員と

の検討結果では指導方法や評価方法の案を作ることができた。来年度の多摩工業版デ

ュアルシステムで使用し検証することとする。 

 

５．研究成果 

この実践研究の成果は、多摩工業版デュアルシステム協力企業アンケート集計結果か

ら、企業が求めている人材について知ることができたことである。企業は「専門知識・

技能」「機械・計測機器の取扱」など技術・技能を求めているのではなく、求めているも

のは「大きな声で挨拶ができる」「コミュニケーション能力」「規則を守る」「時間を守る」

ことであった。 

平成 27 年度多摩工業高校版デュアルシステム評価票を分析することによって、生徒と

企業の尺度の違いが明らかになった。そして、正確な評価とは判断するには難しい側面

が明らかになった。そこで生徒と企業が同じ尺度によって評価することで、共通理解が

得られ課題解決や企業が求める人材育成が可能であろうという見解に至った。 

 そこで次のような指導案の原案を作ることができた。 

生徒と企業が同じ尺度によって評価することで、共通理解が得られ課題解決や企業が求

める人材育成が可能であろうという見解に至った。 

 学校では生徒を企業へ派遣するための事前指導、すなわち「規則正しい生活習慣の定

着」「基礎学力の向上」「コミュニケーション能力」等の育成指導が今後必要であること

が分かった。また専門学科に係わる学びにおいては、機械や装置を安全に取り扱え、安

全に作業する等の「ものづくりの心構え」を指導することも必要であることが分かった。 

 学校と企業が共通理解をもった指導方法や評価方法を取り入れたデュアルシステム科

の取組は、企業の期待に応える人材を輩出し地域企業が抱える課題解決の一端となり得

ることが分かった。 

表-４ デュアルシステム科 評価項目と評価基準の案 
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６．今後の課題 

今回の検証は、現在あるデータを使った実践研究である。評価基準を盛り込んだ評価

票や指導方法を実際に実証するところまで到達できなかった。今回は生徒数、企業数と

も限られた数でのアンケート調査だったので、今後は、アンケート数を増やすとともに、

さらに、質問項目の数やアンケート内容の検討を企業側と調整するなどして検討してい

く。また、就業訓練に出るまでに生徒をどのように指導すべきか、あるいは訓練終了後

の生徒の変容を確認することで、長期就業訓練の効果についても模索していきたい。そ

して、実際に生徒・企業・教員の三者が利用できるように評価票や指導内容の質を高め

たい。具体的には企業や生徒から聞き取り調査を行い、実証・検証を通して評価票の精

度を上げていく研究に移りたいと考えている。さらに、表-４に示したようなルーブリッ

クによる評価基準を設定して評価方法を明確にする。 

今後は、デュアルシステム科導入に向けて学校、協力企業、地域産業関係機関と三者

がインターンシップや長期就業訓練の指導方法、評価方法について協議する機関である

「多摩工業高校デュアルシステム推進委員会」を立ち上げ、この実践研究を基にした検

討を重ねることによって、平成 30年度に開設されるデュアルシステム科の指導方法と評

価方法を構築していきたい。 
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カテゴリー③【地域と連携した工業教育に関する評価手法と指導方法】のまとめ 

 

地域 

 カテゴリー③は地域と連携した工業教育に関する実践研究を実施した。各学校では、地域や産業界等

との連携・交流を図り、産業現場等における長期間の実習を取り入れるなどの就業体験の機会を積極的

に設けるものとされている。また、職業に関する各教科・科目については、就業体験をもって実習に替

えることができることが示されている。将来の地域産業を担う人材の育成という観点から、地域産業や

地域社会との連携・交流を通じた実践的教育、外部人材を活用した授業等を充実させ、実践力、コミュ

ニケーション能力、社会への適応能力等の育成を図ることが必要である。 

 

背景 

 地域との連携について、次期学習指導要領ではインターンシップの事前・事後の学習との関連を図る

ことなどを通して、社会に参画する力を育む中核的機能を担うことが期待される方向性を持つと考えら

れる。あわせて、職場体験活動、就業体験（インターンシップ）などのキャリア形成に関わる啓発的な

体験活動が実施される方向性と考えられる。 

 東京都は学校と企業が一緒になって生徒を育成する新しい職業教育としてデュアルシステムを導入

している。これはインターンシップよりも長い期間で就業訓練を行い、企業が必要とする実践的な技能･

技術を身に付け、企業と生徒の合意があれば、卒業後に就業訓練を行った企業に就職することも可能で、

より自分に合った職業(仕事)に就くことができると紹介している。導入済みの六郷工科高等学校に続き、

平成 23 年度に葛西工業高等学校、多摩工業高等学校、平成 24 年度に北豊島工業高等学校、田無工業高

等学校でデュアルシステムを導入している。 

 

調査研究内容 

 北海道帯広工業高等学校はこれまでに開発したインターンシップ期間における学習での評価基準表

の活用の効果や有効性を電子機械科の教員間で共通に認識できた成果を得た。平成 28 年度はこの成果

を学校全体に広げるために研究対象を二学年三学科(電子機械科、建築科、環境土木科)生徒 119 名に拡

大した。あわせて、就業体験をもって実習に替え得る視点から評価基準表へ新たに観点別評価を盛り込

むことを試みた。 

 東京都立多摩工業高等学校は導入されているデュアルシステムの一層の効果向上を目指し、学校と企

業の役割を整理し、教員、企業、生徒が同じ基準で評価することで生徒の資質・能力のより一層の向上

を図った。 

 

研究成果 

 帯広工業高校はインターンシップ期間の授業計画、評価規準を各学科で共有できた結果として、また、

「帯工コンピテンシー」を取り入れた基準表の開発と相まって専門的職業人として必要な資質・能力の

育成を図ることができた。更に三年間を見通して資質・能力を育成しようとする動きにつながった。 

 多摩工業高校は企業対象のアンケート結果から企業が求める人材について知ることができ、生徒と企

業の評価尺度の差異を明確にすることができた。これを基にしてデュアルシステム科指導案の原案を作

ることができた。 

 

今後の課題 

 今後は、三学科で活用したインターンシップ期間の授業計画、評価基準を全校に拡大して、評価手法

の汎用性を追求、確認するとともに他の工業高校で活用する試みを実現することが課題である。また、

教員、企業、生徒の評価の差異を分析し、より指導効果の向上を期待できる連携を目指すために対象生

徒を拡大することが課題である。 
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Ⅶ 開発した評価手法及び指導方法 

 

 平成 28 年度の評価手法研究委員会は新たな研究実践校が加わった。三つのカテゴリーはそれぞれ平

成 25 年度から継続する研究実践校と今年度新規の研究実践校で構成した。新規研究実践校は先行する

研究実践校の知見を活用し、継続研究実践校は新規研究実践校から新たな視点や課題の提供を受けて調

査研究を深化させることを期待した。 

 

１.評価手法 

 工業高校の特色である専門科目、実習、課題研究に加えてインターンシップの指導における評価の拠

り所として項目(規準)と基準の明文化(ルーブリックの開発)は調査研究の出発点として求められた。ル

ーブリックの開発にあたり、生徒の指導を視野に入れて生徒が最終到達目標を容易に意識できる視点を

重視してすすめられた(宮崎工、下関工)。評価は生徒の自発的な学習意欲を喚起する重要な要素であり、

生徒は評価項目(規準)に対して、必要な資質・能力を身に付けるために何を心がけ、何をすればよいか

を理解することを欲している。この生徒の欲求に応えられるきめ細かい評価基準を工夫し、学習意欲を

喚起するスモールステップを実現した評価基準表を開発した(倉敷工)。 

 ルーブリックは学習のすべての段階で同一ではなく、指導の段階に応じて最適な評価を実現でき、生

徒の自己評価をうながす視点でシートを開発できた(宮崎工)。具体的には課題研究を三段階(STEP1、

STEP2、STEP3)に分けて構成されている。 

 調査研究の当初は特定の専門科のなかで、対象生徒や単元を絞り込んで評価手法を開発する。そして、

学校全体の教育力の向上を目指すために専門科を拡大し、評価項目(規準)を一般的に明確な拠り所に求

めながら実践研究することが重要である。そのために、例えば社会人基礎力に基づく三科(工業化学実

習、機械実習、電気実習)共通の評価規準(項目)を満たすルーブリックの開発(倉敷工)や、評価基準表

の項目(社会人基礎力)に観点別評価を盛り込んだ基準表を開発して、研究成果にまとめた。評価規準(項

目)の検討結果として、インターンシップを実習の一単元として各生徒の成績に結び付け、インターン

シップに関する意欲向上を図る実践をした(帯広工)。 

 指導する教員に暗黙のうちに共通理解をされていた評価と指導を明文化する中で、専門科を越えて学

校全体で共通に理解される評価そして指導の基盤が整ってくる。ルーブリックを活用した評価や指導を

日常的にするために対象になる生徒を広げた実践が重要である。帯広工業高校では三学科(電子機械、

建築、環境土木)の生徒 119 名を対象に実践して、評価手法の定着化を図っている。また、ルーブリッ

クの活用において、実習中(リアルタイム)の評価手法を開発し、実現させて生徒の学習意欲の向上させ

る研究実践(仙台工、倉敷工)を実現させている。そのためにタブレット端末を活用した個人評価を支え

るソフトウエアを開発した(倉敷工)。さらに、タブレット端末に加えてスマートフォンを活用したパフ

ォーマンス評価の充実を図る研究実践の公開が実施された(仙台工)。スマートフォンの活用で効率的な

評価と分析を実現している(仙台工)。工夫された生徒の自己評価シートの開発やタブレット端末で映像
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(動画)を記録して評価の確認に活用する開発事例も出現している(倉敷工)。 

 

２.指導方法 

 ルーブリックの開発で、評価項目(規準)は教員間で共有され、評価に基づく指導の充実を実践研究の

対象に展開する動きが見えてくる。実験における教員の指示を可視化して、これまで切り分けしにくか

った生徒のつまずきの内容(分からないからつまづく、出来ないからつまづく)に沿った指導を実現した

り(下関工)、深い学びを促す発問の工夫(現象を予測させる)を実現させたり(下関工)という成果を得て

いる。また、生徒と企業を対象にしたアンケート分析結果から、両者が同じ尺度で評価できることを目

指す指導案の原案を作成している(多摩工)。前年度の研究成果であるインターンシップ評価基準表をも

とにして、グループワークを取り入れた事前指導学習指導案を開発(帯広工)し、指導する教員間の共通

認識を図り、一層効果的な事前指導を図った事例を得ている。 

 

３.評価と指導 

 開発されたルーブリックの項目(規準)、基準は教員の間で共有され、さらに生徒と教員の間で共有さ

れることで評価と指導を一体化し、生徒の振り返りが加わり、専門的職業人として必要な資質・能力を

身に付けやすい学習環境を構築できると考える。この環境では生徒は自ら進んで学ぶ意欲を強く持つこ

とができる。生徒の自己評価や教員の他者評価を記述できるように開発した「プログレスシート」の活

用(仙台工)が公開された。そして、効果的な課題解決型学習を実現する課題研究を支える「【事後】ア

セスメントシート」の開発で生徒の振り返りと教員の指導が活かされている(仙台工)。 

 

４.今後の開発に向けて 

 

 平成 25 年度に実施した文部科学省委託研究協力工業高校 11 校の在校生 290 名を対象に「気づき(高

等学校入学後にすすんで勉強するようになる)のきっかけ」の有無を調査した。肯定回答率は１年生 57％、

２年生 74％、３年生 65％であった。したがって、3年生は入学からほぼ３年間（アンケート実施は平成

25 年 11 月）で 65％の工業高校生が 「きっかけ」を経験し「気づき」にいたっていた。ちなみに「入

学後、進んで勉強するようになったのはいつ頃」という質問に対して３年生の 52％が 1年生と回答して

いる。次期学習指導要領で言われる「自らすすんで勉強する」「きっかけ」を工業高校生は多く得てい

る。この工業高校の教育力を教員に共通理解された暗黙知ではなく、明文化しさらに磨き上げようとい

うことが調査研究の目的の一つであった。 

 文部科学省委託研究を継続する評価手法研究委員会は、①開発した評価手法の深化②開発した評価手

法の普及、汎用化、日常化③開発した評価手法に基づく指導との一体化を通して「工業高校生の専門的

職業人として必要な資質・能力の評価手法の調査研究」を継続する。 
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Ⅷ おわりに 

 

文部科学省委託事業「工業高校生の専門的職業人として必要な資質・能力の評価手法の調査研究」（平

成 25～27 年度）をもとに本協会が研究を継承して、その研究成果の深化と活用を目指して実践した評

価手法研究 1 年目をここにまとめることができた。報告書発刊に当たり、この研究が、文部科学省委託

事業から本年度の研究継続に至るまで、前事務局長 故瀧上文雄氏の一方ならぬ熱意と工業高校改革に

対する強い思いがあったことを申し添えるとともに、実践研究校としてご尽力いただいた各校の校長先

生はじめ関係各位と多くの皆様のご理解とご協力に敬意を表し、心から感謝を申し上げる。 

 

本研究は、部門を３つのカテゴリー分類して、過去３年間の実践研究の経験のある継続校と新たに研

究に参加する新規校をペアとして構成し、それぞれが連携して情報共有を図りながら研究を進めた。各

実践研究校は、主にルーブリック等によるパフォーマンス評価を中心として各校の特徴や実情に合わせ

て様々な形で展開し、その成果がまとめられた。その内容には様々なバリエーションがある。したがっ

て、学習活動の評価手法として各校において自校の実態に一番近いものを参考にしてアレンジできるの

で是非利用していただきたい。今後、この研究成果を多くの工業高校が多様な学習活動の中で生徒の資

質・能力の向上に活用するとともに、専門科目の評価手法として定着し標準化することを期待している。 

また、この事業の目的は、単なる生徒の学習活動の評価手法の研究にとどまらない。研究活動を通し

て学校全体（各学科）が同じベクトルで取り組むことにより教員の資質・能力及び指導力の向上につな

げ、学校改革を進めるツールとしても活用していただきたい。さらには都道府県の枠を越えて全国的な

学校間のネットワークの構築まで発展できる可能性を持っていると確信している。 

 

平成 28 年 12 月の「幼稚園、小学校、中学校、高等学校及び特別支援学校の学習指導要領等の改善及

び必要な方策等について（中教審答申）」に続き、平成 29 年１月には「第３期教育振興基本計画の策定

に向けた基本的な考え方」が取りまとめられ公表された。平成 30 年度からの教育の方向性が示され、

その中でも少子高齢化に伴う就業構造の変化、技術革新やグローバル化、格差社会と子供の貧困など、

日本の学校教育の課題は多い。しかし、どのような時代であろうと日本の産業を支える生産年齢人口の

中で若い労働力は貴重であり、その人材育成は最優先されるべきである。かつて日本の高度経済成長期

で製造業を支えた技術技能者の人材育成で工業高校が果たしてきた役割は大きい。学校数や生徒数の減

少した今も多く人材を輩出している。平成 29 年３月の高卒予定者の就職内定者（約 19 万人）のうち工

業高校卒業の就職内定者は約５万５千人で全体の約28%に上る（平成28年12月31日、文部科学省発表）。

時代とともに求められる資質・能力は「流行」として変化するものもあるが、仕事に向き合う誠実な姿

勢や基礎的学力など「不易」なものとして根幹となるものがある。工業高校の使命は、専門教科指導を

通して生徒の目的意識を明確にさせ、より幅広い資質・能力を持ち将来を見据える有意な技術・技能者

を育てることである。このことはこれまでにも増して重要になってくるであろう。目的が不明確なまま

安易に大学に進学してもミスマッチに気が付いてから職業スキルを学びなおす事例も耳にする。生徒の

資質・能力を正当に評価するシステムの構築は、工業高校のみならず人材育成の手法として大きな流れ

となり得ると確信する。 

 

本協会は、今後もこの事業を継続し、より多くの学校でこの評価手法の研究が実践されて教員の指導

力と生徒の資質・能力の向上につながるよう努力していきたい。是非、積極的な実践研究への参加をお

願いするとともに、この研究がさらに深化し広がり、これからの教育改革に活用されることを期待して

いる。 


